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・農業者年金未加入者に制度を理解してもらい、経営移譲等による老後の生活安定を図る。
・農業者の福祉の向上に資するため、新規加入の促進を図る。
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農業者年金加入促進費

開 始 年 度 終 了 年 度

元気で活気あふれるまち3

・農業者年金加入資格該当者の把握を行い、農業委員等による加入推進活動を実施。
・農業委員会だよりや加入促進用ＰＲパンフレットを効果的に活用した加入推進活動の実施。
・経営移譲年金等の年金受給指導や農業者年金制度についての研修や相談活動の実施。
・年金受給業務の円滑な運営。
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農業委員による加入推進体制の整備や個別訪問の強化、さらには加入促進用ＰＲパンフレットの活用　及
び農業委員会だよりへの特集記事掲載等により効果が得られた。
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事業№

点数

4

4

法令で実施が義務付けられている事務事業です。農業者の「老後の安定・福祉の向上」を図ることにより、
安心して農業に専念できる環境をつくるため、独立行政法人農業者年金基金の委託を受けて実施する事
業であり、関与の必要性は高い。

広報活動の強化等により、加入者及び受給者を順調に確保している。

適切な制度運営（円滑な受給業務の実施・十分な情報提供）により、加入者及び受給者も順調に推移して
いる。

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

今後も農業委員、関係機関と十分に連携を図りながら、効
果的に事業を実施します。

評価委員会のコメント

評価結果
（１次） Ａ 現行（計画）どおり事業を進めることが適当

効率性

説　　　明

（２次）
評価結果
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